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令和８年　月　日

協議会名：東温市地域公共交通活性化協議会

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金

①補助対象事業者等 ②事業概要
③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

　

A 河之内線について
・【結果】利用者数　3.3人/便
　目標：利用者数　3人/便
　目標達成率： 110.0％
　（前年比：106.5％）
　（前々年比：117.9％）

・【結果】利用者一人当たりの
収支差　▲987円
　目標：利用者一人当たりの収
支差　▲970円
　目標達成率：98.2％
　（前年比：105.6％）
　（前々年比：119.7％）

・【結果】公的負担額3,325千円
　目標：公的負担額3,437千円
　目標達成率：103.3％
　（前年比：101.8％）
　（前々年比：98.9％）

・運賃改定の影響もあり、前年
に比べ利用者1人あたりの収
支は改善したものの目標達成
とはならなかった。燃料の高騰
等は変わらず続いており、厳し
い状況ではあるが、市の広報
誌やSNS等による積極的な情
報発信により、更なる利用者
数の増加を図ることで、目標達
成を目指す。

　今年度、東温市地域公共交
通計画の改訂を進めており、
市内4000世帯にアンケート調
査及び、山間路線沿線の9地
区で住民意見交換会を開催
し、地域での公共交通の利用
状況や地域にあった公共交通
のニーズについて調査を行っ
た。
　上記調査結果を踏まえ、地域
の意見も取り入れた公共交通
計画を策定し、交通事業者と
の調整を図りながら、地域の課
題に合った満足度の高い持続
可能な公共交通となるよう、再
編の検討を進めていく。
　今後も公共交通に関する情
報を発信し、利用促進に繋げ
る取組を実施することで目標達
成を目指す。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（生活交通確保維持改善計画又は地域公共交通計画に基づく事業）

④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

伊予鉄バス株式会社 白猪滝口～東温市役所
【河之内線の一系統】

4000世帯へのアンケート調査
及び、山間路線沿線の9地区
で住民意見交換会を開催し、
各地域における課題やニーズ
の把握を行った。
定期的に利用者数を調査によ
り状況把握に努めるとともに、
公共交通マップの配布や、広
報誌への公共交通に関する情
報の掲載、転入者へのモビリ
ティマネジメントの実施など、利
用促進に繋がるような取組を
引き続いて行った。

計画通り事業は適切に実
施された。
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地域の交通の目指す姿
（事業実施の目的・必要性）

　東温市は愛媛県の中央部に広がる松山平野の東部に位置し、人口は33,903人、世帯数は14,331世帯（令和2年国勢
調査）、面積は約211㎢で、市域の約3/4が山林となっている。また、県庁所在地である松山市に隣接しており、松山市
との関係は通勤通学や買物など日常生活において密接なものとなっている。
　また、市内の公共交通については、平野部では本市と松山市を結ぶ鉄道とバス路線、山間部では、交通結節点であ
る伊予鉄道横河原駅を基点としてバス路線が運行している。
　これらの状況を踏まえ、令和3年度に策定した東温市地域公共交通計画に基づき、地域の実情に応じた輸送手段
を、市と事業者、市民の各々が主体となって公共交通を支えることで、市内公共交通を維持し、発展させていくことを目
指している。
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事業実施と生活交通確保維持改善計画（又は地域公共交通計画）との関連について

令和８年　月　日

協議会名： 東温市地域公共交通活性化協議会

評価対象事業名： 地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金



＜幹線＞
◆鉄道

伊予鉄道横河原線（日中15分間隔で運行）
◆バス路線（民間バス路線）

○川内線
県庁所在地である松山市中心部と東温市内の大学病院
や温泉施設を結ぶ路線（30分間隔で運行）

○新居浜特急線
JR松山駅を起点に東温市・西条市を経由し、JR新居
浜駅までを運行する路線（60分間隔で運行）

＜準幹線＞
◆バス路線（民間バス路線）

◯森松横河原線
森松のバスターミナルを出発点とし、県道沿いを市役所、
大学病院を経由し、山之内まで運行する路線

＜支線＞
◆バス路線（民間バス路線）

○交通結節点である横河原駅と山間部を結ぶ山間路線
○駅と国立病院・大型商業施設を結ぶループ線

◆予約制乗合タクシー
○市役所・商業施設等と山間部を結ぶ運行（１地区）

合併状況：平成１６年９月に２町が合併
人口：３．３万人（令和７年１２月現在）
面積：２１１．３０平方キロメートル

東温市地域公共交通活性化協議会
地域内フィーダー系統
事業評価（令和７年度）

東温市基礎データ

東温市における主な公共交通概要 東温市の公共交通ネットワーク図
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地域の交通の目指す姿（事業実施の目的・必要性）
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東温市地域公共交通活性化協議会
地域内フィーダー系統
事業評価（令和７年度）

フィーダー系統図

定量的な目標・効果

前年度の事業評価における課題

（目標）
河之内線において

・１便あたり利用者数：目標3人以上
・利用者一人当たりの収支差：▲970円
・公的負担額：3,437千円

（効果）
・おでかけ手段の確保及び公共交通の利便性向上により、路線
バス利用者が増加することで、公共交通の必要性が高まり、「利
用者減→サービス低下→利用者減」という負の連鎖から脱却し、
さらなるサービス向上につなげていくことができる。

市民へのニーズ調査の結果を踏まえた公共交通計画に改訂
を行い、効率的かつ持続可能な公共交通の維持確保に資する
取組を進める。

また、燃料の高騰等は変わらず続いている状況ではあるが、
収支差の改善に向けて、公共交通に関する情報発信やモビリ
ティマネジメントを継続し、市民の公共交通への意識を高めるこ
とで利用促進を図る。
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東温市 ㈱伊予鉄グループ 東温市タクシー連絡協議会 愛媛県バス協会
愛媛県ハイヤー・タクシー協会 四国地方整備局 東温市区長会 東温市老
人クラブ連合会 東温市婦人会 東温市ＰＴＡ連合会 東温市社会福祉協議
会 市民の代表 松山南警察署 伊予鉄道労働組合 四国運輸局 愛媛県

協議会の構成員



東温市地域公共交通活性化協議会
地域内フィーダー系統
事業評価（令和７年度）

事業実施の適切性

「定量的な目標・効果」の達成状況

・河之内線は、河之内地区の生活交通として計画どおりに運行されており、地域の移動手段の確保を行うことができた。
また、川内地区と市役所をつなぐ唯一のバス路線としての本市の公共交通ネットワークの機能強化を図ることができている。

自己評価

「定量的な目標・効果」達成のための具体的な取組
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・転入者へのモビリティマネジメントとして、最寄りのバス停や時刻表の情報を配布し、利用促進に努めた。
・SNSや広報への記事の掲載等、様々な媒体を通じて公共交通の普及啓発に努めた。
・引き続きパーク＆ライドを実施し、通勤等での公共交通利用者増加に努めた。
・市内の公共交通情報をまとめた「東温市公共交通マップ」を市役所、駅、バスターミナル等で配布した。
・市内4,000世帯へのアンケート調査及び、9地区での意見交換会を実施し、地域での課題やニーズの把握を行った。

・利用者数3.3人/便 【目標達成率】 110.0％
目標：利用者数 3人/便

・利用者一人当たりの収支差 ▲987円 【目標達成率】 98.2％
目標：利用者一人当たりの収支差 ▲970円

・公的負担額 3,325千円 【目標達成率】 103.3％
目標：公的負担額 3,437千円

年間を通じての1便あたりの利用者数は3.3人となり、達成率は110.0％。目
標である3人以上を達成した。
運賃改定等により収支は改善傾向にあるものの、目標の達成には今後も
利用促進を図る必要がある。

参考：利用者一人当たり収支差の推移



東温市地域公共交通活性化協議会
地域内フィーダー系統
事業評価（令和７年度）

・昨年度同様、利用者数3.0人/便、公的負担額3,437千円の目標は達成したが、利用者一人当たりの収支差は目標達成とならなかっ
た。
・今後もSNSやホームページ等での公共交通に関する情報の発信や昨年度刷新した公共交通マップの配布や転入者へのモビリティ
マネジメントを継続し、利用促進に努め収支差の改善に繋げていく。
・今後、路線の再編に合わせた利用促進事業を検討し、実施していきたい。

今後の事業に向けた改善点
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・公共交通を活用したツアーを企画している市民団体による、
山間バス路線を利用したツアーが継続して開催されている。
ツアーの案内等、広報誌に「公共交通ニュース」として引き続
いて掲載し、認知度向上に繋がっている。

・地域意見交換会を実施し、現在の利用状況・将来的な公共
交通について、住民同士で議論する機会を設け、地域で出
来る取組や工夫について意見を出し合った。

・未就学児の親子を対象に乗り方教室を実施し、公共交通に
触れることで、興味関心を高める取組として年2回継続して実
施している。

その他PRポイント

路線バス親子体験教室
（令和７年５月、１２月実施）

地域意見交換会



白猪滝口バス停

【幹線バス路線接続】

川内バス停

【鉄道接続】

横河原駅前バス停

東温市役所バス停

＜運行系統＞

・・・河之内線（市役所系統）


